
介護保険法施行規則等の一部を改正する省令案（仮称）について 

 

１．趣旨 

介護サービス事業に関する書類の削減については、「新しい経済政策パッケージ」

（平成 29 年 12 月８日閣議決定）において「介護サービス事業所に対して国及び自治

体が求める帳票等の実態把握と当面の見直しを来年度中に実施するとともに、その後、

事業所が独自に作成する文書も含めた更なる見直しを進め、帳票等の文書量の半減に

取り組む」こととされている。これを踏まえ、各介護サービス事業の指定に際し提出

を求めている書類を削減するため、介護保険法施行規則（平成 11 年厚生省令第 36

号）等の一部を改正するもの。 

 

２．概要 

○ 地方公共団体へのアンケート調査等を踏まえ、各介護サービス事業者が都道府県

知事等からの指定を申請する際に提出する書類について、以下に該当する項目があ

る場合は、当該項目を削除する。 

 申請者又は開設者の定款、寄附行為等 

 事業所の管理者の経歴 

 事業所のサービス提供責任者の経歴 

 当該申請に係る事業に係る資産の状況 

 当該申請に係る事業に係る各介護サービス事業費の請求に関する事項 

 役員の氏名、生年月日及び住所 

 介護支援専門員の氏名及びその登録番号 

○ 介護、障害児及び障害者に係るサービスについては、介護保険法施行規則、児童

福祉法施行規則（昭和 23 年厚生省令第 11 号）及び障害者の日常生活及び社会生活

を総合的に支援するための法律施行規則（平成 18 年厚生労働省令第 19 号）におい

て、既に一つのサービスで提出済みである場合に異なるサービスにおいて提出を省

略させることができる書類が定められているところ、上記の項目の削除に伴い、こ

れらの書類について必要な見直しを行う。 

○ その他所要の改正を行う。 

 

３．根拠法令 

介護保険法（平成９年法律 123 号）第 70 条第１項、第 78 条の２第１項、第 79 条

第１項、第 86 条第１項、第 94 条第１項、第 107 条第１項、第 115 条の２第１項、第

115 条の 12 第１項、第 115 条の 22 第１項 等 

 

４．施行日等（予定） 

公布日：平成 30 年５月下旬～６月中旬 

施行日：平成 30 年 10 月１日 


